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石綿飛散防止対策に係る
リスクコミュニケーションガイドライン
について

環境省 水・大気環境局 大気環境課

平成29年度全国アスベスト適正処理協議会総会及び公開セミナー （平成29年７月26日）

アスベスト飛散防止対策について

○ 石綿は国内において製造・輸入を禁止（平成18年～）

今後、石綿を使用した建築物等の老朽化に伴い解体等が増加する見込み。
■ 石綿消費量の約9割は建材製品
■ 吹付け石綿が使用された可能性のある民間建築物は約280万棟

（Ｓ31～Ｈ18までに建設された鉄骨造・鉄筋コンクリート造等の建築物）

※石綿を含む製品の製造は、労働安全衛生法に基づき順次規制が行われ、平成18年に全面的に禁止

背 景

＜国土交通省 社会資本整備審議会建築分科会 アスベスト対策部会資料より＞

石綿を含む可能性のある民間建築物の年度別解体棟数（推計）

平成４０年には
約１０万棟の解体
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大気汚染防止法に基づく建築物解体における
飛散防止対策の経緯

○ 平成7年の阪神・淡路大震災で倒壊ビルの解体等に伴う石綿飛散が問題になったことを踏まえ、平成
8年に、石綿の飛散しやすい建築材料を使用した建築物の解体等に対し、届出と作業基準の遵守等を
義務づけられた。

石綿含有吹き付け材（レベル1）が使用された建築物の解体、改修等を伴う建築工事（特定粉じ
ん排出作業）に対する規制

○ 平成17年、石綿健康被害に関する報道を受け、社会的懸念が高まったことを踏まえ、規制対象建築
物の規模要件の撤廃等が行われた。平成18年には大防法が改正され、建築物以外の工作物の解体作業
等も規制対象とされた。

石綿を含有する断熱材、保温材、耐火被覆材（レベル2）の追加、特定粉じん排出作業について
規模要件を撤廃、特定建築材料が使用されている工作物についても解体作業等による飛散防止対
策を義務付け

○ 建築物の解体現場周辺等におけるモニタリング調査において、不適正な取り扱い等に伴う石綿の飛
散事例が散見されたことから、平成25年6月に大防法を改正し、石綿の有無に関する事前調査の義務
付け、工事実施の届出義務者を受注者から発注者に変更する等、規制を強化した。

特定粉じん排出等作業を伴う建設工事の実施の届出義務者の変更、解体等工事の事前調査の結
果等の説明、報告及び検査の対象拡大等の規制の強化
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平成26年大気汚染防止法改正の概要

公布日：平成25年6月21日 施行日：平成26年６月１日

（１）特定粉じん排出等作業を伴う建設工事の実施の届出義務者の変更

解体等工事の施工者が行うべきこととされている特定粉じん排出等作業（吹付け石綿等が使
用されている建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業をいう。以下同じ。）を伴う建設
工事の実施の届出について、解体等工事の発注者又は自主施工者が行うべきこととする。

（２）解体等工事の事前調査の結果等の説明等

解体等工事の発注者から解体等工事を請け負う受注者は、当該工事が特定工事（特定粉じ
ん排出等作業を伴う建設工事をいう。）に該当するか否かの調査を実施し、その結果及び届
出事項を発注者に書面で説明するとともに、その結果等を解体等工事の場所に掲示しなけれ
ばならないこととする。

（３）報告及び検査の対象拡大

都道府県知事等による報告徴収の対象に､届出がない場合を含めた解体等工事の発注者・受
注者又は自主施工者を、また都道府県知事等による立入検査の対象に解体等工事に係る建築
物等を、それぞれ加える。
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１ 建築物の解体等におけるアスベスト飛散・ばく露防止対策

２ 災害時におけるアスベスト飛散・ばく露防止対策

○中央環境審議会の中間答申（H25.2）及び大気汚染防止法改正の参議院附帯決議（H25.6）

今後の課題として、特定建築材料以外の石綿含有建材(以下「レベル３」という。)を除去す
る時の飛散防止対策、リスクコミュニケーションの増進、事前調査結果の信頼性確保等。

総務省は、アスベスト対策に関する行政評価・監視を実施し、平成28年５月13日の閣議に
おいて、環境大臣を含め四大臣に勧告。

○総務省の行政評価・監視に基づく勧告（H28.5）

解体時の事前調査の適正な実施の確保、敷地境界等での測定の義務付けに係る技術的な課題の早急な検討、
レベル３建材除去の実態把握と所要の措置

災害時に備えた対策内容の周知徹底と対策強化等

環境省では、建築物の解体現場周辺における実測調査を引き続き実施することが必要。

○アスベスト問題に関する関係閣僚による会合（H17）

アスベスト対策の必要性と目的

建築物等の解体等工事における
石綿飛散防止対策に係る
リスクコミュニケーションガイドライン
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○ 中央環境審議会の中間答申（平成25年２月）
住民等への説明会等の実施といった更なる自主的な情報開示の取組についても、検討する
必要がある。

○ 大気汚染防止法を一部改正する法律案に対する参議院附帯決議（平成25年）
リスクコミュニケーションの増進に向け、先進的かつモデル的な取り組みを進めることに
ついて、適切な措置を講ずべき

アスベスト飛散による健康影響は、社会的に強い関心が寄せられており、周辺住民の不安を解消し、
より安全な解体等工事を進めるために、周辺住民等との間の円滑なリスクコミュニケーションの重要性・
必要性が高まっている。

「建築物等の解体等工事における石綿飛散防止対策にかかるリスクコミュニケーショ
ンガイドライン」（平成29年４月）の策定

・ 「石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーションガイドライン策定等検討会」の設置
・ 「解体等工事における石綿飛散防止対策に係るリスクコミュニケーション・フォーラム」の開催
（平成29年２月17日）

・ ガイドライン(案)に関する意見公募（パブリックコメント）の実施
（平成29年2月2日～3月3日、ご意見提出者数：164団体・個人、ご意見数合計：870件）

策定の背景
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・石綿の使用がなかった場合を含むすべての解体等工事（解体、改造、補修工事）
※ 個人所有の戸建住宅・集合住宅も含む。

より安全な解体等工事を進めるために、周辺住民等との間の円滑なリスクコミュニケーションの重要
性・必要性が高まっている。本ガイドラインは、解体等工事における石綿飛散防止対策に関するリスク
コミュニケーションの基本的な考え方や手順をとりまとめた。

リスクに関する情報を関係者が適切に共有し、相互に意思疎通を図るリスクコミュニケーションは、
リスクを低減する上で有効な手段とされている。建築物等の解体等工事において、石綿の飛散防止に関
し、周辺住民等とリスクコミュニケーションを図ることにより、工事が円滑に進むことが期待されます。

・工事発注者または自主施工者が周辺住民等と相互に理解を深め、信頼関係を構築すること

・飛散防止対策の質を高め、リスク低減に役立てること

目的

本ガイドラインが対象とする工事

・建築物等の解体工事の発注者または自主施工者

※ 受注者などに代行を委託しても良い。ただし、この場合も、工事発注者または自主施工者は、責任者とし

て十分に内容を把握する必要がある。

対象者

本ガイドライン策定の趣旨及び対象とする工事

・大気汚染防止法の特定工事
(吹付け石綿(レベル1)及び石綿を含有する耐火被覆材、断熱材、保温材(レベル2)を使用した建築物等の解体等工事)

・石綿含有成形板等（レベル３）を使用した建築物等の解体等工事
・石綿の使用がない工事
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解体等工事における石綿飛散に係るリスクや飛散防止対策の内容と効果などに関する正確な情報を、工事
発注者または自主施工者と工事受注者が周辺住民等※や地方公共団体等関係機関と共有し、相互に情報や
意見を交換して意思疎通を図ること。

定 義

リスクコミュニケーションは、これを行うことにより相互理解を深め、信頼関係を構築し、必要に応じて飛散防止
対策の質を高め、リスクの低減に役立てること

目 的

本ガイドラインにおけるリスクコミュニケーションの
定義と目的

 周辺住民等とのトラブルの未然回避や初期段階での対処が可能となり、工事の円滑な推進につながる。

 石綿漏洩・飛散事故の防止と石綿飛散防止対策の質の向上が期待される。

 工事作業者の石綿ばく露リスクを低減できる。

 石綿飛散に係る訴訟リスクを低減できる。

 社会的な信頼を得ることができる。

 万が一、事故等が発生した場合にも、問題解決の糸口となる。

 総合的に見ると意思決定にかかる時間と費用の節約を可能にすることができます。

工事発注者または自主施工者にとってのリスクコミュニケーションのメリット

※ 周辺住民(当該建築物等周辺を通学や通勤に利用している者を含む)や周辺事業者
特に配慮が必要な施設や不特定多数の人が出入りする施設が存在する場合は以下も含む
・ 保育所や学校等の関係者病院、大型ショッピングセンター、イベントホール（コンサートホール、スポーツ施設など）などの関係者
（入院患者、来院・来場者含む）

当該建築物等や敷地の使用を継続した状態で解体等工事を行う場合は以下も含む
・ 解体等工事を行う当該建築物等の内部や敷地内で活動する人 （例）工場の従業員、事務所ビルテナントの従業員、当該建築物等の管理者、敷地
内の他の建築物等の管理者 など
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周辺住民等

地方公共団体等
関係機関

工事発注者または自主施工者
（＝リスクコミュニケーションの責任者）

工事受注者

工事発注
（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ委託）

協力・報告
（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ代行）

コンサル会社等

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
委託

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
代行
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双方向のコ

ミュニケー

ションの実施

・解体等工事における石綿飛散に関する相談・問い合わせ
・石綿漏洩・飛散事故等の相談・通報 など

・解体等工事における石綿飛散に関する相談・問い合わせへの回答
・石綿漏洩・飛散事故等への対応状況の説明 など

・法・条例に基づく届出
・石綿飛散防止対策の相談
・周辺住民等とのﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの相談
・新たな石綿含有建築材料発見時、石綿漏洩・飛散事故発生
時の報告・相談 など

・石綿飛散防止対策の助言・指導
・周辺住民等とのﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの助言・指導
・新たな石綿含有建築材料発見時、石綿漏洩・飛散事故発生時の指導・監督
など

情報交換、
討議、信頼
関係の構築

リスクコミュニケーションの全体像

石綿飛散防止対策に係る
リスクコミュニケーションの流れ 10

（3）石綿の使用の有無に関する事前調査

①事前調査の実施、②事前調査結果の公表

（1）法・条例等の規定の確認

石綿に係る法規制や解体等工事現場を管轄する地方公共団体のリスクコミュニケーションに
関する条例等の確認

（2）情報収集

周辺地域に関する情報の収集

自治会長等や
方公共団体等関係機
関への相談・協議

（4）リスクコミュニケーションを行うための準備

①実施時期、②対象範囲、③情報提供事項、④情報提供方
法の検討・決定、⑤問い合わせ等の準備

施工計画の作成

（5）実施

リスクコミュニケーションの実施
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※   新たな石綿含有建築材料発見時、石綿漏洩・飛散事故発生時には、別途実施

※ 迷った場合は、自治会長や地方公共団体等関係機関に相談

① 実施時期

 解体等工事の実施前
 石綿除去等作業の実施中
 石綿除去等作業の終了後

 工事の種類（全面解体か、一部改造・補修か）
 石綿含有建築材料の種類、使用箇所
 地域のコミュニティの状況（親密か疎遠か） などを勘案して設定

解体等工事に関する情報提供

② 対象範囲（対象エリア・対象者）
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情報提供の責任者 ＝ 工事発注者及び自主施工者
解体等工事の受注者はこれに協力

石綿漏洩監視状況、石綿除去等作業の進捗状況、問い合わせ先

石綿除去等作業の実施内容、石綿除去等作業終了の報告及び年月日

石綿除去作業終了時に作業場内の清掃を実施したことの報告、

石綿除去等作業実施者の氏名等、除去した石綿含有建築材料の処理状況等

工事発注者または自主施工者の氏名等、問い合わせ先 など

解体等工事の実施前

石綿除去等作業の実施中

石綿除去等作業の終了後

石綿に関する基本的事項、健康リスク、解体等工事の概要、事前調査の結果等
石綿除去等作業の計画、地震等の災害発生時の対応、新たな石綿含有建築材料発見時、
石綿漏洩・飛散事故発生時の対応、工事発注者または自主施工者の氏名または名称及び住所、
工事受注者の氏名または名称及び住所、現場責任者の氏名、連絡場所
事業場（工事現場）の名称、問い合わせ窓口
その他周辺住民等に伝えるべき事項や周辺住民等が知りたい事項 など

③ 情報提供する事項 12

 掲示  チラシの配布・回覧  戸別訪問  説明会など

④ 情報提供の方法

以下に示す方法から、状況に応じて適切な方法を選択。（法に基づく掲示は必須。）
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⑤ 情報提供の特徴

・大気汚染防止法では、事前調査の結果や作業の内容等について掲示の義務あり
・石綿障害予防規則や関連通知でも、これらの掲示が求められている。
・他の方法と組み合わせて実施することが望ましい。

・個別に配布するか、自治会の回覧板を活用する。
・掲載できる情報量が限られるので、簡潔でわかりやすく。
・問い合わせ先を必ず記載。

● 掲示

● チラシの配布・回覧

情報量：最低限～小、双方向性：低、実施しやすさ：易

情報量：小、双方向性：低、実施しやすさ：易

○メリット
・掲示場所（工事現場の周囲等）を通行する不特定多数の人、たまたま通りがかった人 などへも石綿
の有無や石綿除去等作業、石綿飛散防止対策等に関する情報を常時提供することが可能。

●デメリット
・掲示場所を通行しない周辺住民等へは情報提供等ができない。また、コミュニケーションの双方向性
も低い。

○メリット
・局所・少数から広範囲・多数の人を対象とすることが可能。また、ショッピングセンターやイベント
ホールなどを利用する不特定多数の人を対象とすることも可能。

・効率的に広範囲・多数の人へ情報提供とすることが可能。

●デメリット
・コミュニケーションの双方向性が低い。
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⑤ 情報提供の特徴

・直接住民等の意見や懸念事項を聞いて対応できる。
・対象範囲がある程度限られている場合に向く。

・直接情報を伝えることができ、その場で住民等の質問や意見に回答できる。
・学校関係者など、広範囲に分散している人を対象とすることも可能。

● 戸別訪問

● 説明会

情報量：中～多、双方向性：中～高、実施しやすさ：中～難

情報量：多、双方向性：中～高、実施しやすさ：中～難

○メリット
・局所・少数から広範囲・多数の人を対象にすることが可能。
・また、学校関係者など広範囲に分散している人を対象とすることも可能。
・対面でのコミュニケーションであり、双方向性が高く、直に住民等の意見等を聞き、対策等に反映できる。
また、不安解消や信頼構築にも有効。
・1対1ではなく、複数での意見交換が可能で、相互理解が促進される。
・対象範囲が広範囲・多数の場合は、戸別訪問よりも効率的。

●デメリット
・説明会に参加しなかった人には情報提供等ができない。
・適正な場所に会場を確保できるとは限らない。
・準備に時間等がかかり、不慣れな人が開催するには敷居が高い。

○メリット
・対面でのコミュニケーションであり、双方向性が高く、直に一人ひとりの住民等の意見等を聞き、
対策等に反映できる。また、不安解消や信頼構築にも有効。

●デメリット
・対象範囲が広範囲・多数になると、効率性が低くなるため、ある程度範囲が限られる。
・相手の都合により時間が限定されるため余裕をもった期間が必要である。
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建築物の規模等別の情報提供方法及び
問い合わせ等への準備

建築物の規模別の情報提供方法

15

石綿の有無 石綿「あり」の場合
石綿

「なし」

の場合
方法

建築物の

規模等
戸建住宅

低層・

小規模

建築物等

中層・

中規模

建築物等

高層・

大規模

建築物等

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝ

ﾀｰ･ｲﾍﾞﾝﾄﾎｰﾙ

等

学校等

掲示 ● ● ● ● ● ● ●

チラシの配布・回覧 ○ ○ ○ ○ ○※1 ○ -

戸別訪問 ○ ○ △ △ △ △ -

説明会 - △ ○ ○ ○※2 ○※3 -

対象範囲
エリア、

対象者

狭い、

少数

狭い、

少数

中程度、

中程度

広い、

多数

広い、

多数

中程度（点在）、

多数
-

注） 1．●：必須、○：適している、△：やや適している
2．小規模工事（戸建住宅以外）：小規模建築物の改造・補修、解体工事、中・大規模建築物の小規模改造・補修工事など。個人所有のアパートや小規模倉庫なども含む。

中規模工事：中規模建築物の改造・補修、解体工事、大規模建築物の中規模改造・補修工事など。
大規模工事：大規模建築物の大規模改造・補修、解体工事など。

3．※1：対象範囲に来場者を含む。
※2：対象範囲に施設関係者（管理者、従業員等）を含む。
※3：対象範囲に学校等関係者（教員、従業員等）、保護者等を含む。

4．情報提供した内容と情報提供の時期、方法を文書で報告することを義務付けている地方公共団体がある。

 周辺住民等からの問い合わせに関する想定問答集の作成
 問い合わせ窓口、担当者の設置
 石綿漏洩・飛散事故発生時等の対応方法の検討

問い合わせ等への準備

・工事の一時停止と飛散防止対策等の有無・効果の確認、必要に応じ追加な対策
・関係機関への速やかな報告
・周辺住民等への情報提供（速報として掲示やチラシ、必要に応じ説明会開催）

石綿漏洩・飛散事故発生時等の
リスクコミュニケーション

① 新たな石綿含有建築材料発見時

・新たに発見した石綿含有建築材料の種類の概要
（レベル１～３の種別や建材の種類など）

・新たに確認した箇所
・新たに確認した経緯、事前調査で確認できなかった理由
・石綿漏洩・飛散の可能性の有無

（新たに確認した石綿含有建築材料の破損の有無等）
・今後の対応について

（事前調査のやり直しについて、調査漏れがないよう他の場所も再確認することなど）

解体等工事実施中に新たな石綿を発見した場合

情報提供する事項の例

16
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② 石綿漏洩・飛散事故発生時

 石綿漏洩・飛散事故としては、以下のようなケースを想定
・石綿除去等作業実施中の漏洩・飛散した場合（特定工事の場合の養生の破損、隔離区域からの漏洩など）
・解体等工事時の実施中に事前調査で確認できなかった石綿含有建築材料に気づかず、破損・飛散した場合
・石綿除去等作業終了後に除去等作業実施中の漏洩・飛散の可能性が判明した場合

 石綿漏洩・飛散事故が万が一発生した場合
・直ちに工事を中止し、事故等の状況を把握し、飛散防止の応急措置を講じる
・地方公共団体等関係機関、自治会長等に、事故の状況・対応状況等について迅速に報告し、情報共有する
・地方公共団体等関係機関と連携し、石綿の漏洩・飛散等の状況の把握や事故原因の究明、石綿飛散防止に努めるとと

もに、周辺住民等に事故の状況及び対応状況、再発防止対策について説明する。
・周辺住民等からの問い合わせがあった場合は、誠意をもって対応する。

17

 石綿漏洩・飛散事故発生時に情報提供する事項の例
・解体工事の概要
・石綿の漏洩・飛散等の状況（原因、漏洩箇所・飛散の範囲、敷地境界でのアスベスト大気中濃度の測定結果等）
・事故発生時の緊急措置の内容と実施状況
・再発防止対策の内容と実施状況
・再発防止対策実施後の敷地境界等におけるアスベスト大気中濃度の測定結果 など

 石綿除去等作業の終了後に情報提供する事項の例（石綿漏洩・飛散事故あり）

通常時の情報提供結果に加え、以下について情報提供
・石綿の漏洩・飛散等の概要（原因、漏洩箇所・飛散の範囲、敷地境界でのアスベスト大気中濃度の測定結果等）
・漏洩箇所や敷地境界でのアスベスト大気中濃度の測定結果
・事故発生時の緊急措置の概要
・再発防止対策の概要と実施状況
・再発防止対策実施後の石綿漏洩監視結果
・再発防止対策実施後の敷地境界等におけるアスベスト大気中濃度の測定結果 など

「アスベスト対策に関する行政評価・監視」
勧告と環境省の対応

①事前調査の適正な実施の確保

②関係法令に基づく届出情報の共有と活用の促進

③事前調査結果等の適切な掲示の確保

④大気中へのアスベストの飛散防止の徹底（集じん・排気装
置からの漏えい防止と敷地境界での濃度測定）

⑤立入検査の実効性の確保

⑥レベル３のアスベスト含有建材の適切な処理の推進

主な勧告事項

○大気汚染防止法の規定や関係通知等で示した留意事項につ
いて、技術講習会や通知等により、地方公共団体を含め
た関係者に再度周知徹底を図る。

○地方公共団体等の効果的な取組例を収集して、周知・活用
を促す。

○迅速な分析法等、技術的な課題を早期に検討。

○レベル３建材の飛散状況の実態調査を進め、措置を検討。

環境省の対応

①事前準備の必要性及び具体的な内容の県市に対しての周知

②災害時対応マニュアル※について、東日本大震災の地方公
共団体の対応を踏まえた速やかな見直し及び周知

○災害時対応マニュアルを県市に対し改めて周知し、対策の
強化を促す。

○災害時対応マニュアルについて、東日本大震災の地方公共
団体の対応を踏まえ見直し、周知する。

主な勧告事項 環境省の対応

※「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（平成19年8月）」

総務省は、アスベスト対策に関する行政評価・監視を実施し、平成28年５月13日の閣議において、環境大臣を含め四大臣に勧告。

(1) 建築物の解体等におけるアスベスト飛散・ばく露防止対策

(2) 災害時におけるアスベスト飛散・ばく露防止対策

18
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「アスベストモニタリングマニュアル」の
改訂について

19

アスベストモニタリングマニュアル（以下「マニュアル」という。）は、環境大気中のアス
ベスト濃度を測定する上の技術的指針として昭和60年３月に作成され、平成５年12
月、平成19年５月及び平成22年６月に改訂が行われた。

平成22年６月の改訂時には、クリソタイルを中心とする従来の測定方法を見直し、
位相差顕微鏡法により総繊維を計数した後、比較的濃度が高い場合には分析走査
電子顕微鏡法（Ａ-ＳＥＭ法）で確認を行うこととされた。また、解体等工事では、早い
ものでは数時間で工期が終了する場合があることから、迅速な測定が必要とされてい
たため、参考資料として位相差/偏光顕微鏡法等の測定方法を紹介した。

今回の改訂においては、これまでに集積したデータや検討を踏まえ、発生源近傍及
び集じん・排気装置排出口等に適用できる測定方法として、位相差/偏光顕微鏡法
等の迅速な測定方法を位置付けることとし、マニュアルの改訂を行った。

策定の背景

20

アスベスト迅速測定法の検討
～「アスベスト大気濃度検討会」におけるこれまでの検討の経緯～ 23

20

○ 平成２３年度
位相差／偏光顕微鏡法及び位相差／蛍光顕微鏡法をアスベスト大気濃度の迅速測定法とする

ことが提案され、今後検討を行っていくこととされた。

○ 平成２４年度
解体現場で採取したフィルターを位相差／偏光顕微鏡法及び位相差／蛍光顕微鏡法によって分

析し、電子顕微鏡法による分析結果との比較を行った。

○ 平成２５年度
建築物の解体等現場における大気中の石綿測定方法及び評価方法について取りまとめた。この中
では、現状の測定技術や現場での実行可能性等から、粉じんを迅速に測定可能な機器により集じ
ん・排気装置の正常稼働を確認することが有効とされ、石綿大気中濃度測定については、測定箇所
の選定や分析方法等の技術的な課題を引き続き検討し、手法を確立する必要があるとされた。

○ 平成２６～２７年度
解体現場で採取したフィルターを位相差／偏光顕微鏡法及び位相差／蛍光顕微鏡法によって分

析し、電子顕微鏡法による分析結果との比較を行い、データの集積を継続した。

○ 平成２８～２９年度
これまでに集積したデータや検討を踏まえ、アスベストモニタリングマニュアルの改訂版（アスベスト

モニタリングマニュアル第4.1版）をとりまとめた（平成29年７月11日 報道発表）。

報道発表資料URL: http://www.env.go.jp/press/104278.html
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21

アスベストモニタリングマニュアル（第4.1版）
について 23

21

主な改訂事項
・ 「発生源近傍及び集じん・排気装置排出口等における漏えい監視・管理のための測定
方法」に、アスベスト迅速測定法として、位相差/偏光顕微鏡法及び位相差/蛍光顕微
鏡法を位置付けた。

・ 「発生源近傍及び集じん・排気装置排出口等における漏えい監視・管理のための測定
方法」に、自動測定器によるリアルタイム測定として、粉じん相対濃度計、パーティクル
カウンター、繊維状粒子自動測定機を位置付けた。

 

【前室及び集じん・ 
排気装置を設置している現場】 

【前室及び集じん・ 
排気装置を必要としない現場】 

 ：採取場所 

前室 

集じん・ 

排気装置 

 
 
隔離養生内 

 ：採取場所 

 

作
業
現
場 

発生源近傍 

【前室及び集じん・排気装置を設置している現場】 【前室及び集じん・排気装置を必要としない現場】

測定箇所のイメージ

22

23

22

「災害時における石綿飛散防止に係る取扱い
マニュアル」について

・ 災害時には、建物等の倒壊に伴い多くの建物等が解体され、
解体時、がれきの処理時に石綿の飛散が懸念

・ 大気汚染防止法等の一部改正など石綿に係る規制強化に
伴い、災害時においても石綿飛散防止対策徹底の必要性

平成19年８月
「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアルの策定」

災害時における石綿飛散防止措置の留意点等を整理

策定の背景
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23

23

23

「災害時における石綿飛散防止に係る取扱い
マニュアル」の改訂について

平成19年８月 「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」の策定

平成29年度 改訂案について、広く意見を反映するため、パブリックコメントを実施
（募集期間：平成29年４月28日（金）～５月29日（月））

平成28年度 環境省では、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル改訂
検討会」において検討し、改訂案を作成

マニュアル作成後、大気汚染防止法の改正など、法令等の改正が行われ、
また、東日本大震災時には、大規模な津波等、マニュアルでは想定していな
かった状況が発生したことから、マニュアル改訂の必要性が指摘された。

※マニュアル全体にわたり、平成25年６月の大気汚染防止法の改正などに伴う修正も実施

24

改訂案について、平成29年4月28日から5月29日までパブリックコメントを実施。

平常時における準備
・「平常時における石綿使用建築物等の把握」を追加

災害発生時の応急対応
・「住民・初動対応者への注意喚起」を追加
・建築物等の被災により露出した石綿の把握方法を変更
・建築物等の所有者等による応急措置が困難な場合について、自治体が応急措置を実施することを追加

被災建築物等の解体・補修及び廃棄物処理
・特定建築材料以外の石綿含有建築材料（いわゆるレベル３建材）に関する記載を追加
・平成25年6月の大気汚染防止法の改正など、法令等の改正に伴う修正

環境モニタリング
・災害発生時の大気中のアスベスト濃度モニタリングの方法を記載

津波等により発生した混合廃棄物の処理における留意事項（章を追加）
・混合廃棄物の含まれる吹付け石綿等の確認及び回収について記載
・混合廃棄物の撤去、収集運搬、仮置き場での集積及び分別における留意事項を記載

自治体による立入検査（章を追加）
・被災建築物の解体等工事に係る立入検査等の留意事項を記載

主な変更点

災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアルの改訂（案）

応急危険度判定時の石綿調
査結果及び住民からの情報提
供により把握する方法

建築物等の石綿使用状況等の情報
（アスベスト台帳等）及び建築物等の
倒壊・損壊の情報に基づき、自治体
が専門家の協力を得て確認調査を行
う方法

「災害時における石綿飛散防止に係る取扱い
マニュアル」の改訂について
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ご 静 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た 。

ご質問、ご意見などがありましたら、以下の連絡先へお問い合わせください。

環境省水・大気環境局大気環境課 排出基準係
E-mail：kanri-kankyo@env.go.jp


